
平成 24 年（2012 年）６月那覇市議会定例会

個人質問発言通告書（２日目）

平成 24 年６月 14 日（木）

※１人当たり 15 分間（答弁を除く）

順

位

氏  名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

１ 山 川 典 二

(自民・無所属

・改革の会)

１ 第11回沖縄

県議会議員選

挙について

２ 新庁舎移転

並びに仮庁舎

用地の利用計

画について

３ 給食につい

て

今月10日に行われた第11回沖縄県議会議員選

挙の投票率は 52.49％だった

本市においては 50％（48.12％）にも満たない

投票率だった。当局の見解を伺う

(１) 原因は何か

(２) ことし 11 月は那覇市長選挙も予定されて

いるが、投票率向上のための対策はあるのか

伺う

新庁舎への移転計画並びに新庁舎移転後の仮

庁舎用地について伺う

(１) 新庁舎建設の現時点における進捗状況

(２) 新庁舎への移転計画の内容

(３) 仮庁舎用地の利用計画の概要と実施のめ

どについて

小中学校の給食の安全性について伺う

(１) 小中学校の給食の実状

(２) 安全管理体制の現況

(３) 安全衛生管理上の事故は無かったか伺う

【答弁を求める者】

  市長、副市長、教育長、選挙管理委員長、

関係部長



個人質問（２日目） 平成 24 年６月 14 日(木)

順

位

氏  名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

２ 山 川 泰 博

(民 主 党)

１ 観光振興に

ついて

２ 不妊治療費

助成について

３ 泊セリ市場

の糸満移転に

ついて

４ 沖縄都市モ

ノレール株式

会社について

５ 市道の排水

不良について

(１) 国際通りなどの観光バス乗降場整備につ

いて、本市の構想を伺う

(２) 今年度クルーズ船の入港状況（予定など）

と課題について伺う

独自で医療費などの補助をしている県内市町

村の取り組みと、本市も補助をする考えがないか

伺う

移転スケジュールと、移転した場合のメリッ

ト・デメリットについて

(１) 昨年２月に運賃を10％値上げしたが、営業

利益は平成22年度と比べ、金額にしてどの程

度改善し、その伸び率は何％か伺う

(２) 平成23年度末現在の債務超過額は幾らか。

さらに繰越利益余剰額、いわゆる累積赤字は

幾らか伺う

(３) 昨年、沖縄振興開発金融公庫と沖縄県及び

那覇市との間で５年間のリスケジュールを

実施することが報道されたが目的は何か。さ

らにその効果は具体的にどのような形で決

算に表れてくるのか伺う

市道天久44号（仮庁舎Ｃ棟裏側）の降雨時の排

水不良について改善が出来ないか伺う

【答弁を求める者】

  市長、副市長、教育長、関係部長



個人質問（２日目） 平成 24 年６月 14 日(木)

順

位

氏  名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

３ 屋 良 栄 作

（自民・無所属

・改革の会）

１ 交通行政に

ついて

２ 文化行政に

ついて

３ 水産行政に

ついて

(１) 一括交付金を活用しての低床バス（ノンス

テップバス）の導入について進捗状況はどう

なっているか

(２) この事業は、次年度以降も継続して計画的

に行うべきと考えるが見解を伺う

(３) 昨年度開催された「那覇市の交通政策を考

える市民地域フォーラム」の際の市民の声が

反映されたとみてよいか、伺う

(１) 一括交付金を活用しての散逸厨子甕の購

入計画について以下伺う

① 進捗状況について

  ② 壺屋の皆さんの反応について

③ 観光資源としての活用について

(２) 県が推進する空手・古武道会館（仮称）の

本市への誘致について進捗状況はどうなっ

ているか伺う

本市の第一次産業の一大拠点である泊魚市場

を本市として盛り立てていくべきと考える。見解

を伺う

【答弁を求める者】

  市長、副市長、関係部長



個人質問（２日目） 平成 24 年６月 14 日(木)

順

位

氏  名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

４ 新 屋 清 喜

（そうぞう）

１ 下水道行政

について

２ 交通安全行

政について

３ 防災行政に

ついて

４ 観光行政に

ついて

楚辺の一部地域の下水道整備状況の進捗状況

と今後の実施計画を伺う

(１) 市立小中学校の登下校時の交通事故件数

を伺う

(２) 平成 23 年度、登下校時の安全対策などの

要望（内容と件数）がスクールゾーン委員会

からどのくらい上がってきているのか伺う

(１) 本市の防災無線スピーカーの地域別設置

状況を伺う

(２) スピーカーから流れる情報範囲を調査し

ているのか伺う

(１) 国際通りにおける祭りやパレードの年間

実施数を伺う

(２)  県の年間一千万人の観光客誘致の目標に

対し、現在 600 万人前後の実績で推移してい

る。本市として今後どのような計画を掲げて

いるか伺う

【答弁を求める者】

  市長、副市長、教育長、関係部長



個人質問（２日目） 平成 24 年６月 14 日(木)

順

位

氏  名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

５ 亀 島 賢二郎

（自民・無所属

・改革の会

１ 観光行政に

ついて

２ 教育行政に

ついて

３ 安全対策に

ついて

(１) 沖縄振興特別推進交付金による事業計画

にマチグヮー屋台村構想事業があるが、事業

内容を伺う

(２) 当該事業の実施場所は決まっているのか

伺う

(３) 那覇まちまーいは、観光客を初め私たち市

民にとっても那覇市の新しい発見があり、そ

して歴史などもわかり、とても素晴らしい事

業である。そこで、現在の状況について伺う

離島等自然体験学習事業と離島体験学習支援

事業があるが、この事業の対象となる児童は那覇

市全体の小中学校が対象となるのか伺う

小中学校屋外運動場整備事業（磁気探査及び環

境整備）とあるが、那覇市全体の小中学校が対象

なのか伺う

【答弁を求める者】

  市長、副市長、教育長、関係部長



個人質問（２日目） 平成 24 年６月 14 日(木)

順

位

氏  名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

６ 宮 國 恵 徳

（そうぞう）

１ 新総合庁舎

における喫煙

場所について

２ 就業時間中

市職員の喫煙

禁止について

３ 道路行政に

ついて

(１) 役所を訪れる方や市職員の中には愛煙家

の方々が沢山いる。新庁舎に移転する前に喫

煙者や非喫煙者双方の意見を聞くなどして

環境に配慮した立派な喫煙コーナーを設け

る必要があると思うが、当局の考えを伺う

(２) 新総合庁舎は近代的な素晴らしい機能が

施された建物で職員全体1,500人が働き、一

日の来庁者約2,500～3,000人が予定される。

来庁者及び市職員が利用できる喫煙コーナ

ーは何階に何カ所設ける予定なのか伺う

先進地では市職員の勤務時間（午前８時半から

午後５時 15 分まで）を禁煙とし、出勤前や昼休

み、閉庁後は指定の喫煙場所だけでタバコを吸う

ことが許され、就業時間中の喫煙を禁止する試み

が一部の自治体で始まったようである。本員は愛

煙家を余りにも締め付けているような気がして

かわいそうでなりません

本市で取り入れることはどうかと考えるが、参

考までに当局で話し合ったことはあるのか。また

本土で実施している自治体はどのくらいあるの

か伺う

国道 58 号沿いの旧泉崎ロータリーで囲まれた

道路内側には県の下水道ポンプ施設が以前あっ

た。その跡地は今は小さな三角形の公園となって

おり、花がいっぱい咲き、人目を楽しませている。

敷地内には 20ｍ位の道路もありテナントビルに

面している

三角地帯になった公園には県南部土木事務所

管理の看板が４カ所にしっかりと設置され整理

整頓されている

しかし、道路沿いに違法駐車が見られる。とこ

ろが道路の部分には、管理者の看板が見当たらな

い。道路はどこが管理しているのか、所轄はどこ

なのか明確な答弁をいただきたい

【答弁を求める者】

  市長、副市長、関係部長



個人質問（２日目） 平成 24 年６月 14 日(木)

順

位

氏  名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

７ 玉 城  彰

(民 主 党)

１ 沖縄振興一

括交付金対象

事業について

２ 環境行政に

ついて

去る５月臨時議会において沖縄振興一括交付

金のソフト分野事業の2012年度一般会計補正予

算（191事業で交付金額は約36億円）が全会一致

で可決された

しかし、その内容をみると、新規事業以外に既

存事業への振替等である。そこで、次の事項につ

いて当局の見解を伺う

(１) 沖縄振興特別推進交付金交付要網（４月19

日制定）の交付の目的である、沖縄の振興に

資する事業等を踏まえて策定したのか。ま

た、県・国との対応はどのように行ってきた

のか

(２) 各市町村における一括交付金の申請に係

る交付対象事業の審査と交付金の決定権は

どのようになっているのか

(３) 2012年度当初予算から一括交付金に振替

した一般財源は、どのようになるのか

(４) 第２次一般会計の補正予算約17億円の取

り組み状況及び議会への提案時期について

(５) 執行期間については、どのような位置づけ

になっているのか、また基金創設や繰り越し

も可能か

去る２月定例会で環境に優しい自然エネルギ

ーの普及啓発の観点から、太陽光発電・太陽熱利

用システム等の設置にかかわる補助金について、

一括交付金を利活用しての増額を要望したが、

2012年度一般会計補正予算に反映されているの

か伺う



順

位

氏  名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

３ 垂直離着陸

輸送機ＭＶ22

オスプレイの

県内配備計画

について

米政府が垂直離着陸輸送機ＭＶ22オスプレイ

を普天間基地に配備する計画をめぐり、７月中に

も那覇軍港に搬入し、飛行試験せずに上空を飛ん

で普天間基地に移動することを日本政府に打診

していることが、明らかになった

オスプレイは、開発段階で重大な墜落事故を繰

り返し、その危険性が指摘され欠陥機ともいわれ

ている。４月にはモロッコで訓練中に墜落し、米

兵４人が死傷しているが、事故の原因究明もなさ

れていない。また沖縄県民の９割が反対している

にもかかわらず、日米両政府がオスプレイの配備

を沖縄に押しつけることは言語道断であり、断固

として容認できるものではない

このような中、那覇市議会として５月25日の臨

時会において３度目のオスプレイの県内配備反

対の意見書を全会一致で決議し、また各派代表者

会議においては、オスプレイの那覇軍港への搬入

計画撤回を求め、６月中に政府への要請行動を行

うこと決めた

本市は、市民・県民の生命と財産を守る立場か

ら、宜野湾市同様に、搬入計画及び普天間基地配

備に反対する市民大会を開催すべきと考えるが、

市長の見解を伺う

【答弁を求める者】

  市長、副市長、関係部長



+ 個人質問（２日目） 平成 24 年６月 14 日(木)

順

位

氏  名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

８ 宮 平 のり子

（社社連合）

１ 市長の政治

姿勢について

２ 震災瓦れき

について

３ 放射能と食

の安全対策に

ついて

(１) 復帰 40 年を迎え、地元新聞では世論調査

が行われた

① 「沖縄には在日米軍の基地や施設の74％

が集中しています。沖縄の基地が減らない

のは、本土による沖縄への差別だという意

見があります。あなたは、その通りだと思

いますか。そうは思いませんか。」という

設問に、「その通りだ」50％、「そうは思わ

ない」41％、と回答されていたが市長の見

解を問う

② 「石原慎太郎東京都知事が尖閣諸島の一

部を東京都の予算で購入する計画を発表

しました。あなたはこの計画を支持します

か。」という設問に、「支持する」53.5％、

「支持しない」46.5％、と回答されていた

が、市長は支持するか、しないか見解を問

う

(２) 消費税増税について市長の見解を問う

岩手・宮城両県の震災瓦れきのうち、約 400 万

トンを全国で処分する広域処理をめぐり、放射能

汚染を広げるものとして県内でも大きな反対の

署名や運動が起きている

震災瓦れきの受け入れについて、対応できない

と明言すべきではないか

東京電力福島第一原発事故後の放射能汚染を

受け、県環境生活部は５月より県内で流通する食

品を対象に放射性物質の含有を定期的に調べる

収去（ぬき取り）監視調査を始めた。出荷制限の

ある 17 都県を含む全国からの食材が身のまわり

にあふれている状況の中で、子どもたちの成長に

影響のある学校給食については、看過することは

できない。学校給食の安全性を期すために、放射

能測定が必要である

学校給食食材の放射能測定の測定器機を購入

し測定を実施すべきではないか



順

位

氏  名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

４ 本市の宿泊

施設の安全対

策について

５ 公共交通に

ついて

観光立県を目指している沖縄県の県都として、

宿泊施設等の安全を期すための対策について伺

う

(１) 観光客や市民への火災に対する安全対策

に取り組んでいるホテル等であることが分

かる制度があるのか

(２) 火災に対する安全対策に取り組んでいな

いホテル等への対応はどうか

本市における交通渋滞は依然として深刻な状

態にあり、自動車から公共交通利用への転換を図

るための体系的な公共交通システムの確立が求

められている

(１) 市内線バスの定時運行についてはどうな

っているか、その対策について伺う

(２) 那覇バス15番線（三重城～金城ダム～新

川）の増便について伺う

【答弁を求める者】

  市長、副市長、教育長、関係部長


